
サステナビリティ

05
Sustainability

vector integrated report 

41



SDGs /ESGの必要性や取り組みの啓蒙、
及び我々と多くの企業の取り組みを世の中に広め
全てのステークホルダーを幸せに

当社は、創業以来の当社グループビジョンである �いいモノを世の中に
広め人々を幸せに� の精神に則り、事業を通じてさまざまな社会課題の解
決に取り組むことで、社会全体の持続可能な発展への貢献に努めています。

今直面している社会課題の中には、気候変動をはじめとして、ダイバー
シティ、持続可能な生産と消費など、当社グループの事業活動と関わりの
深いテーマがあります。こうした分野においては、グループ内リソースの有
効活用を進めるとともに、さまざまなステークホルダーとの連携によって社
会効果のある施策を実現していく考えです。
　

サステナビリティ方針としては、 �SDGs/ESGの取り組みを世の中に
広め全てのステークホルダーを幸せに� という理念を掲げております。当
グループが提供するPRを主軸としたコミュニケーションサービスを通じて、
自社だけではなく、お客様（弊グループクライアント企業）のSDGs/ESG
の取り組みをサポートし、世の中に発信・届けることで、日本のSDGs/
ESGの環境をよりよくすべく尽力をしなければと考えています。そのために
も、人材は欠かせません。時代の変化に合わせて働き方を変え、また多様
な人材を受け入れていくことで、時代にあったサービスを提供し、社会課
題を解決していければと考えております。

サステナビリティ委員会 委員長
株式会社ベクトル 取締役副社長 兼
株式会社プラチナム 代表取締役

吉柳 さおり

SDGs/ESG理念
SDGs/ESG principles 
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監督・指示

委員長：吉柳 さおり 委員：3名

サステナビリティ方針と各事業部との
戦略の整合性を確認・報告

取締役会

執行役員会議

サステナビリティ推進室

D&I推進
グループ/担当

ESG/SDGs対応
グループ/担当

環境対応
グループ/担当

指示

報告

持続可能な社会の実現に向け、サステナビリティ委員会を設置。

サステナビリティ委員会

－ 対応業務領域が複数部署をまたぐため、部署間の連携を効率化し統一するため。
－ コーポレート・ガバナンスの取り組み強化のため。

－ サステナビリティ基本方針の策定、仕組みの構築、目標とする指標の設定/審議。
－ 必要な情報の抽出や調査を実施し、執行役員会議や取締役会へ報告・提言。

－ サステナビリティ委員会は吉柳さおりを委員長として据える。
－ 委員会メンバーはサステナビリティ経営への対応を目的に適切と認められるメンバーにより構成。

構成 構成員・メンバー

株式会社ベクトル取締役副社長 兼
株式会社プラチナム代表取締役社長
吉柳さおり

• サステナビリティ推進室
• D&I推進グループ/担当 ：西江祐子、清水菜穂子
• 環境対応グループ/担当 ：平林裕子

• 役員 ：後藤洋介
• 経営企画/IR ：吉田信輔
• 法務 ：山田佳孝

• 社外取締役
• 監査役

構成

役割

目的

事務局

サステナビリティ委員会概要 サステナビリティ委員会体制図

委員長

委員

オブザーバー

事務局

Summary Structure diagram

vector integrated report 

43

サステナビリティ サステナビリティ推進体制



当社グループにおける6つの重要テーマを設定。
各ステークホルダーの意見を取り込み定期的な見直しを実施。

「ビジネスとの関連性」を評価し、当社グループにおける重要課
題を策定。

SDGs/ESGの啓蒙

「当社グループのビジネスとの関連性」について、事業との関連
度で重要性を評価。

重要な社会課題としてグローバルサステナビリティテーマである
SDGs（持続可能な開発目標）の指標を使用。

D&Iの推進

先進性や創造性を
発揮する人材育成

ベンチャー支援による
イノベーションの創出

環境への貢献

平等な社会の構築

世の中に浸透

世の中に浸透 世の中に浸透

マテリアリティ特定プロセス

重要テーマの決定
STEP

4

重要課題の確認
STEP

3

ビジネスとの関連性の評価
STEP

2

STEP

1

マテリアリティ特定プロセス マテリアリティ理念図
Specific process Philosophy Chart
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サステナビリティ サステナビリティ推進体制



SDGs/ESG
PRコンサルティング

ベンチャー支援による
イノベーションの創出

先進性や創造性を
発揮する人材育成

D＆Iの推進

平等な社会の構築

環境への貢献

SDGs/ESGの必要性や取り組みの啓蒙、及び我々と多くの企業の取り
組みを世の中に広め、すべてのステークホルダーの幸せに貢献。

クライアントの多様なマーケティング経験を生かし、企業のイノベーショ
ンをサポート。
SDGs/ESGへの取り組みに積極的なベンチャー企業への投資を実施。

主力事業であるPR事業を中心とした人材育成プログラムを構築。
導入研修、専門研修、階層研修と社員に合わせた研修プログラムを展開。

あらゆる声が受け止められ、皆がありのままでいられる居場所がある
「Belonging」を念頭に信頼の文化を醸成し、ダイバーシティ推進と関
連させ「Diversity & Inclusion & Belonging」の実現を目指す。女
性活躍推進、海外展開、多国籍なバックグラウンドの社員登用を推進。

誰もが平等に機会を与えられる社会の実現を目指す。

気候変動リスクに対する情報開示を継続的に実行し、1.5℃目標に対し
て、計画的に取り組む。
社員の意識改革も推進し、持続可能な社会を目指す。

2021年10月「Vector SDGs PROJECT」を
発足
当社グループの社会課題解決に対する取り組み
について具体的なアクションを決定

10を超える業種に対して投資を実施
IPO実績（合計）：28社

研修プログラムの拡充
キャリアチャレンジ制度
社内アントレプレナー制度

WEPs（女性のエンパワーメント原則）への署名
30％ Club Japanに加盟
社員エンゲージメント調査の実施

出資先である「障害者雇用バンク」との連携に
より、障害者雇用の推進を啓蒙

共同購入/ペーパーレス化の推進
自社排出量の算定とシナリオ分析の実施

マテリアリティ 概要 取り組み実績 SDGs目標
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サステナビリティ マテリアリティ（重要課題）



当社グループでは、事業活動を通じ、温室効果ガスの削減や廃棄物の削減に取り組んでいます。国内外の主なオフィスからの排出や環境負荷低減に引き
続き注力し、事業効率の向上と総CO2排出量の削減の両立に努めていきます。

気候変動への対応

GHG排出量削減目標（1.5℃）
当社グループでは、2030年までにScope1,2の実質排出量を0に、Scope3
排出量を2030年までに、2021年を基準年として50％削減することを目標とし
て定めています。この排出削減目標を達成するため、2021年からの9年間で
Scope3排出量を3,155t-CO2削減できるように努めてまいります。

GHG排出量具体的削減策（1.5℃）
2030年までに（Scope1-2：307t-CO2）の削減達成に向け、下記取り組み
を実施します。
現行の社用車をガソリンからEV化していくことで直接排出量（Scope1）を削
減します。また、自社で使用する電力のうち 、再エネ由来の電力割合を増や
すことで電気使用に伴う間接排出量（Scope2）を削減します。また、非化
石証書や再エネ由来クレジットの購入により、排出したCO2をオフセットしてい
きます。以上の取り組みを実施・継続することで、カーボンニュートラルを目
指してまいります。
2030年までに（Scope3:3,155t-CO2）の削減達成に向け、下記取り組みを
実施します。
現在、グループ外に発注している業務を今後一部でも内製化し、効率化を図
ることで排出量削減します。また、PRを通したSDGs/ESG取り組みをサポー
トし啓蒙していくことで脱炭素化や排出量削減を促し、サプライチェーン全体
での排出量削減に取り組みます。
上記取り組みを実施し、GHG排出量の30％削減に努めてまいります。

移行リスク
GHG排出規制が強化され、様々な技術革新や生活様式
の変化が生じると想定されます。短/中期的には、原材
料や電気価格の高騰による悪影響が想定されますが、長
期的には変化への対応により、いずれもリスクが低下す
ることが予想されます。

物理的リスク
GHG排出規制が強化され規制強化、技術や生活様式など
の変化により、気候変動の物理的悪影響はある程度抑制さ
れると想定されます。そのため、短/中/長期的にも大きなリ
スクは予見されません。

当社グループでは、サステナビリティ委員会にて、気候変動リスク・機会の検討ならびに、評価・分析を実施してい
ます。今回の1.5℃シナリオ分析では、地球上の気温が1.5℃上昇するような社会情勢の中で生じるリスク（移行リス
ク・物理的リスク）とビジネス機会に分けて分析しています。

GHG排出量削減目標と削減策

GHG排出量50％削減 Scope1,2 0t-CO2

Scope3 3,155t-CO2

1.5℃シナリオ分析

想定されるリスクと機会の一覧

施設・流通の効率化、低炭素エネルギー源への代替、新技術の利用などが進むと想定されます。中期的には低炭素
燃料コストが低下し、情報通信業もメリットが大きくなると期待されます。また、事業の一つであるデジタルサイネー
ジやDX化の事業は物質循環を削減することができる意味で、環境配慮型サービスであり、機会増が予見されます。

ビジネス機会

リスク

リスク 指標

移行
リスク

政策・法規制リスク CO2排出規制

技術リスク 新規施設・機材の入替

市場リスク コスト増・需要減

評判リスク 製品・サービスへの悪評

物理的
リスク

急性リスク 自然災害による財務的影響

慢性リスク
気温上昇による財務的影響

海面上昇による財務的影響

機会 指標

ビジネス
機会

資源の効率性 交通・流通・建物の効率性増

エネルギー源 低炭素エネルギー源増

製品・サービス 新製品・サービスの開発

市場 新市場の登場

強靭性 省エネ・資源代替

1.5℃水準 2030年排出目標
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環境 気候変動への対応



東京本社および各子会社では、資源の有効活用と分別廃棄に対応した、
各種文房具の共同購入を推進しています。また、社内での各種ミーティン
グや会議は、基本的に資料やデータはプロジェクターやモニターで共有す
る「ペーパーレス」を推進しています。また、コロナウイルスの感染拡大
によって、クライアントとの打合せやプレゼンテーションもオンラインで行
う機会が増え、ペーパーレスが普及いたしました。 （2020年度→2021年
度対比 55％減）

従来のイベントや発表会では廃棄物が多く出ます。オンラインの「バーチャル発表会」実施により廃棄物を減ら
し、環境負担の軽減に努めます。

企業の特別な発表の場を最大資産にする企業PRのニュー・スタンダード　バーチャル発表会＆
ブランドニュースを提供開始
2021年7月より、CGを用いてブランドの世界観を自由に演出できる「バーチャル発表会」並びに、企業自らが
発表会当日にニュース配信を行う「ブランドニュース」の提供を開始します。
昨今コミュニケーション業界においては、オンラインで配信をおこなう記者発表会やPRイベントが定着し、この
傾向は新型コロナウイルス感染症の収束後においても続くことが予想されます。今回のバーチャル発表会＆ブラ
ンドニュースは、オンラインで行うことの利点を最大限に活かし、グリーンバックのクロマキー撮影スタジオでプ
レゼンテーションを収録し、約100パターンに上る会場風景のCGを合成することで、バーチャルでの発表会を
作り上げることが可能になります。

共同購入やペーパーレスによる環境負荷低減を推進 「バーチャル発表会」による環境負担の軽減

制作フロー

事前収録
登壇者・ゲスト出演者のスケジュールに合わせて事前撮影ができ、
さらに、発表コンテンツのクオリティチェックができるフレキシブル
な進行

素材最大活用
事前に素材を揃えることができるので発表当日に素材の活用を多
岐に展開。企業自らもニュース発信し、オンライン上に発表コン
テンツがストックされていくことで持続的な効果が見込める

費用削減
従来イベント制作に必須であった会場費、会場造作、イベント運
営費等の大幅削減

特徴

1

2

3

①登壇者のスケ
ジュールに合わせ
て事前に収録

（クロマキー撮影スタ
ジオ/撮影機材/技術
スタッフ手配）

⑤発表会終了後、
ブランドニュース
の配信

（自社ソーシャルメ
ディア・動画ターゲ
ティングAD配信）

④発表会での配信
プラットフォーム
にて素材の公開。
その後、オフィ
シャル素材の配布

③背景の合成編集
を行い発表会素
材の完成、その
他オフィシャル素
材の編集・準備

②約100パターンに
上る多数のテンプ
レートから背景を
決定
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環境 環境配慮の取り組み



温室効果ガス（Scope1,2,3）の比較

6.出張t-CO2eq 

7.雇用者の通勤

3.電気・熱t-CO2eq

1.原材料t-CO2eq

Scope3の内訳

Scope3 ｔ-CO2eq

Scope2 ｔ-CO2eq

Scope1 ｔ-CO2eq

91.1%

8.5%

2.0%

5.0% 2.0%

0.4%

91.0%

サプライチェーン全体の排出量（Scope3）

自社内の排出量（Scope1.2）

項目 単位
実績

2021年2月期 2022年2月期

温室効果ガス排出量
（Scope3）
GHG排出量
GreenHouse Gas

計 t-CO2eq 6,226.712 6,310.722

上流合計 t-CO2eq 6,094.510 6,310.722

1.原材料 t-CO2eq 5,705.92 5,751.205

2.資本財 t-CO2eq 0.000 0.000

3.電気・熱 t-CO2eq 34.918 97.553

4.輸送,配送(上流) t-CO2eq 0.000 0.000

5.廃棄物 t-CO2eq 0.000 0.000

6.出張 t-CO2eq 202.586 315.653

7.雇用者の通勤 t-CO2eq 151.082 146.311

8.リース資産 t-CO2eq 0.000 0.000

下流合計 t-CO2eq 132.202 0.000

9.輸送,配送(下流) t-CO2eq 0.000 0.000

10.販売した製品の加工 t-CO2eq 0.000 0.000

11.販売した製品の使用 t-CO2eq 0.000 0.000

12.販売した製品の廃棄 t-CO2eq 0.000 0.000

13.リース(下流) t-CO2eq 0.000 0.000

14.フランチャイズ t-CO2eq 0.000 0.000

15.投資(11社分) t-CO2eq 132.202 0.000

項目 単位
実績

2021年2月期 2022年2月期

温室効果ガス排出量
（Scope1,2）
GHG排出量
GreenHouse Gas

計 t-CO2eq 207.49 614.888

Scope1 t-CO2eq 31.218 28.672

Scope2 t-CO2eq 176.272 586.216
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環境 GHG排出量データ



社員のウェルビーイング向上推進にあたり、社員の会社に対する考え方や環境について現状や課題を把握することで、具体的な人事施策
へつなげるために、エンゲージメントサーベイを実施しています。

社員エンゲージメントサーベイ

①職場に、学びや成長の機会はありますか。（77.1pt）

②職場に、 新しいことにチャレンジできる環境はありますか。（80.5pt）

④自分の仕事が意義あるものと感じていますか。（72.4pt）

年次や役職に応じて、幅広い分野を網羅的に学ぶことのできる「プロ研」を強化したことにより、
全体の64.6％が8以上を選択（24.2%が10pt、8.1%が9pt、32.3%が8pt）するという結果とな
りました。今後も、「プロ研」の講義内容拡充に努めてまいります。

77.4%の社員が8以上を選択（22.6%が10pt、11.3%が9pt、43.5%が8pt）し、サーベイ結果
からも新しいことにチャレンジできる環境づくりに多くの社員が満足していることが伺えます。
当社グループでは、社員の新しいチャレンジを応援する環境があり、週に1回グループ役員3名が出
席し、アントレプレナーシップを持つ社員とディスカッションする「新規事業会議」を実施しています。
さらに、子会社ごとに新規事業のアイデアピッチイベントを実施したり、新規事業開発チームを結成
しています。
今後も全ての社員がより新しいことにチャレンジできる環境作りの更なる拡充に努めてまいります。

選択肢5～8それぞれを10％以上の社員が選択しており、全体の回答水準が他設問と比較しやや低
いこと、社員によって大きくばらつきがあることが分かる結果となりました。
ベクトルSDGsプロジェクトでの「マテリアリティに沿った取り組み」にて、我々の事業を通じて社
会課題を解決する取り組みを推進しています。こういった活動の社内認知を向上することで、社員
一同が我々の活動を認識、理解し、「いいモノを世の中に広め人々を幸せに」というビジョンの実
現にむけ意識をして業務を行うことの浸透を続けて参ります。

調査対象 当社グループ内PR事業会社従業員
（アンティル、プラチナム、イニシャル）

調査期間 1週間（12月2日～9日）

調査方法 アンケート形式

設問数 6問

設問内容 ①職場に、学びや成長の機会はありますか。
②職場に、 新しいことにチャレンジできる環境はありますか。
③会社の事業は、社会をより良くすることに繋がっていると感じますか。
④自分の仕事が意義あるものと感じていますか。
⑤職場には、得意なものを活かせる環境がありますか。
⑥職場で自分の成長を促してくれる人は誰かいますか。

回答項目 1（そう思わない）～10（そう思う）のいずれかの数字を
選択する形で回答。

集計方法 1（そう思わない）を1点、10（そう思う）を10点とする10点満点で、
各設問の平均点を算出。平均点を10倍し、100点満点に換算。
※少数点第2位を四捨五入。

①職場に、学びや成長の機会はありますか。 77.1pt

②職場に、新しいことにチャレンジできる環境はありますか。 80.5pt

③会社の事業は、社会をより良くすることに繋がっていると感じますか。 72.6pt

④自分の仕事が意義あるものと感じていますか。 72.4pt

⑤職場には、得意なものを活かせる環境がありますか。 73.9pt

⑥職場で自分の成長を促してくれてる人は誰かいますか。 72.6pt

調査概要 調査結果

分析結果※一部抜粋
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人的資本経営を行っていくためには、社員のウェルビーイング向上は必須と考えております。
そのため当社では、ウェルビーイング向上の施策として、従業員にとって働きやすい環境を
整備するために、勤務制度の拡充に努めております。下記にまとめられている制度に加え、
エンゲージメントサーベイの結果をもとに今後拡充してまいります。

「明確な目標」をもって働くために、より「進化」するために、各メンバーが自ら選択をする
機会を作ることを目的としています。
現状は、部署によって案件の種類や難易度が異なることで、よりチャレンジングな仕事をす
るには、場合によっては部署を変える必要もあると考え、社員が意思を持って挑戦をするこ
とが出来るように、キャリアチャレンジ制度として異動希望を制度化しております。

働きやすい勤務制度の拡充

働きやすい勤務制度の整備

年次有給休暇の計画付与

キャリアチャレンジ制度

自ら希望する部署へ異動する機会として制度化

制度概要

変形労働時間制

短時間社員制度

裁判員休暇

裁量労働によるみなし労働

フレックスタイム勤務制度

テレワーク勤務ガイドライン

2020年度 2021年度

9 9

5 5

2022年度

5
4

応募者数 合格者数

夏期休暇 特別休暇 生理休暇
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女性男性 女性男性 51-60歳41-50歳31-40歳21-30歳

39.0%39.0%

61.0%61.0% 62.0%62.0%

38.0%38.0%
5.9%5.9%

47.1%47.1%41.2%41.2%

5.9%5.9%

男女別比率 管理職男女別 子会社代表年齢構成

※2023年2月末時点

当社グループは、創業以来、女性が第一線で活躍する風土があり、正社員の半数以上が女性です。今後も女性の管理職比率の向上に向け、努力してまいります。
また、当社グループは43社の子会社で構成されており、代表の年齢構成は下記のようになっております。従業員データ
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当社は、企業が安定した成長・発展を遂げていくためには、経営の効率性と健全性を高め
るとともに、公正で透明度の高い経営体制を構築していくことが不可欠であると考えています。
特に、クライアント企業の新商品・サービス情報を取り扱う当社にとって、コーポレート・ガ
バナンスの強化は経営の最重要課題の1つであると思量しており、その実効性を高めるため、
適宜、必要な見直しを実施しています。

取締役会は、独立性の高い社外取締役5名および社外監査役2名が参加し、積極的な発言を
することにより、公正な意思決定が下されるよう牽制を働かせています。また、当社グループ
は監査役制度を採用し、各監査役が取締役の業務遂行の適法性を監査しています。さらに、
当社グループでは子会社及び主要な事業の統括責任者から構成されるコンプライアンス・リ
スク委員会を開催し、コンプライアンス・リスク、オペレーショナルリスク、財務リスクなどの
様々なリスクに対する評価、対応、管理、情報伝達を行うことで、グループのガバナンス強
化に努めています。

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制の模式図

経営管理体制の状況

組織形態 監査役会設置会社

取締役関係

取締役会の議長 代表取締役

取締役の人数 9名

社外取締役の選任状況 5名

監査役関係

監査役会の設置の有無 設置している

監査役の人数 3名

株主総会

取締役会 監査役会
監査役 3名

代表取締役

各部門

内部監査室 会計監査人

顧問弁護士

選任／解任

選定／解職

報告

業務指示

報告 選任／解任

監査

（連携）

会計監査

指導・助言

選任／解任

業務報告

報告

指示
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当社は取締役会設置会社及び監査役会設置会社です。
取締役会は、当社の重要な業務執行の意思決定や取締役の業務執行の監督を行います。
代表取締役会長兼社長である西江肇司が議長を務め、社内取締役4名、社外取締役5名
の9名体制で構成されています。
監査役会は、取締役会から独立した機関として取締役の業務執行の監視を行うものです。
常勤監査役である森和虎が議長を務め、社内監査役1名、社外監査役2名の3名体制で
構成されています。
監査役は取締役会に常時出席し、活発な意見交換を行うことにより、取締役の職務執行
に対する監督機能を発揮しております。
また、当社の常勤監査役についてはグループ全体の業務監査も行っており、重要な社内
稟議のモニタリング等に取り組んでいます。さらに、代表取締役直轄の内部監査室を設置
し、経営に対する監督の強化を図っています。

コーポレート・ガバナンス体制

適時開示体制の模式図

内部監査室／監査役

①情報収集 ②情報分析 ③情報公表

決定事実

情
報
取
扱
責
任
者

︵
経
営
管
理
本
部
長
︶

社内協議メンバー

代表取締役

取締役

経営管理本部長

管理部長

発生事実

決定事実

発生事実

適
時
開
示
担
当
部
門

︵
経
営
管
理
本
部
経
営
企
画
部
︶

東京証券取引所

情
報
取
扱
責
任
者子

会
社

適時開示担当部門

代表取締役
もしくは取締役会

開示情報の作成指示

最終承認

発生事実等情報

適時開示情報

モニタリング

監査役は、取締役会をはじめ重要な会議に出席する等、
コーポレート・ガバナンスの実効性を高めるように企図し
ております。

監査役および監査役会

社外監査役2名（66.7％）

当社の取締役会は常勤取締役4名、社外取締役5名により構成されており、月1回の定時取締
役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、業務執行の状況を監督しております。

取締役会

女性取締役1名
（11.1％）

社外取締役5名
（55.6％）

取締役会の出席状況（2023年2月期）

役職名 氏名 出席状況（出席率）

代表取締役会長 
兼社長 西江 肇司 17回／17回（100.0％）

取締役副社長 長谷川 創 17回／17回（100.0％）

取締役副社長 吉柳 さおり 17回／17回（100.0％）

取締役 CFO 後藤 洋平 17回／17回（100.0％）

役職名 氏名 出席状況（出席率）

社外取締役 西木 隆 17回／17回（100.0％）

社外取締役 松田 公太 17回／17回（100.0％）

社外取締役 富村 隆一 17回／17回（100.0％）

社外取締役 那珂 通雅 17回／17回（100.0％）

社外取締役 野瀬 泰伸 17回／17回（100.0％）

常勤監査役 森 和虎 17回／17回（100.0％）

社外監査役 玄 君先 17回／17回（100.0％）

社外監査役 柳沼 賢司 17回／17回（100.0％） vector integrated report 
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子会社管理に関する基本的な考え方

当社グループは、会社の永続的な発展のために、経営の透明性、効率性及び健全性を
確保するとともに経営責任の明確化を進めております。当社グループは国内のみならず海
外においてもグループ会社が増加し、新しいサービス分野も含めその事業領域を急速に
広げながら成長を継続しております。
以上を踏まえ、事業規模の拡大に対応した効率的な経営管理体制の整備を進め、法令
及び社内諸規程を遵守した業務執行の定着を推進するとともに、内部監査を継続的に実
施し、会社業務の適正な運営ならびに財産の保全を図り、さらにその実効性を高めてい
くための経営効率化に取り組んでまいります。

当社および当社グループは、取締役、従業員（非常勤従業員、 臨時従業員等を含む)、
及び業務委託先等で業務に従事する者など当社の事業活動に関わるすべての人々の人
権を大切にし、雇用や処遇にあたり人種、宗教、性別、年齢、性的指向、性同一性と
性表現、障がい、国籍などによる差別やハラスメント等を受けずに自分らしく活躍で
きる環境づくりに努めています。

さらに、事業活動を行っている国・地域において適用される、最低賃金など賃金に関
する法令及び労働基準等を遵守し、適切な賃金水準を提供します。労働者の権利に配
慮し従業員代表を適正に選出、良好な労使関係を維持しています。

当社は、取締役および従業員がコンプライアンスに違反する恐れのある行為やハラス
メントと感じる行動に気付いた場合等に、リスク委員に相談・報告できる仕組みを構
築。またモラル研修などを定期的に実施し、コンプライアンスを遵守した事業活動を
行うことに努めています。

評価対象 2022年3月から2023年2月までに開催された取締役会

評価者 全ての取締役および監査役（計12名）

実施期間 2023年2月16日～3月3日

質問概要 取締役会の構成、取締役会の運営、取締役会の議論、 
取締役会のモニタリング機能、トレーニング、ご自身の取組み、統括

評価方法 各質問に対して自己評価を5段階で行うとともに、 当社取締役会の実効性
をさらに高めるために必要な点などについて自由記入するアンケートを実施
し、取締役会にて分析・議論・評価を行いました。

実施内容

前回よりも改善が見られた事項

課題として抽出された事項

●　取締役の運営（適切な時期の資料提供、スケジュール調整等の事務局運営）
●　ご自身の取組み（社内役員と社外役員の意思疎通、会社の意思決定等に対する社外役員
の意見の反映）

●　ご自身の取組み（事前に資料に目を通す等の時間の確保、社外役員間での情報交換）

分析

継続的に取締役会の実効性について評価分析を行うとともに、抽出された課題において、
適宜取締役会にて議論し、改善を進めることを通じて、取締役会の実効性の維持・向上に
取り組んでまいります。

評価結果を踏まえた今後の取り組み 

当社は、2023年3月に、全ての取締役会メンバー（取締役9名（うち社外5名）及び監査役3名
（うち社外2名））を対象とするアンケート調査を行う方法により、取締役会の実効性評価を実
施いたしました。

取締役会の実効性評価 企業倫理
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2007年 ソフトブレーン（株）入社
2015年  （株）VOYAGE GROUP 
 （現（株）CARTA HOLDINGS）入社
2019年 当社入社
2019年 当社経営管理本部長（現任）
2020年  （株）あしたのチーム取締役（現任）
2020年 当社取締役
2021年  （株）100キャピタル代表取締役（現任）
2022年 当社取締役CFO（現任）
2023年  （株）ビタブリッドジャパン監査役（現任）

後藤 洋介取締役CFO

1993年 当社設立、代表取締役
2011年 維酷公共関係諮問（上海）有限公司董事長
2012年 Vector Group International Limited Director（現任）
2014年 Vector Group Ltd.代表
2014年 VECTOR GROUP COMPANY LIMITED代表（現任）
2020年 当社取締役会長
2021年  （株）ロングブレスオンラインスタジオ代表取締役（現任）
2022年 当社代表取締役会長兼社長（現任）

西江 肇司代表取締役会長兼社長

1995年 当社創業に参画
1998年 当社入社
2003年 当社取締役
2004年  （株）ベクトルコミュニケーション（現（株）プラチナム） 
 設立、代表取締役（現任）
2022年 当社代表取締役副社長（現任）

吉柳 さおり取締役副社長

1990年  （株）三和銀行（現（株）三菱UFJ銀行）入行
1998年 タリーズコーヒージャパン（株）設立、代表取締役
2009年 Eggs'n Things International Holdings Pte. Ltd. 
 設立、President（現任）
2010年 東京都選挙区より参議院議員に当選
2015年 日本を元気にする会を結党、代表
2017年  （株）メディアフラッグ 
  （現インパクトホールディングス（株））取締役（現任）
2018年 当社取締役（現任）
2019年 Eggs'n Things Japan Holdings合同会社 
  （現クージュー（株））設立、代表取締役（現任）

松田 公太社外取締役

1983年 日本 IBM（株）入社
1991年  （株）リクルート入社
1994年 プライスウォーターハウスコンサルタント（株）常務取締役
2002年 IBM コーポレーション Vice President 
 （アジアパシフィック ビジネスコンサルティングサービス 
 　ストラテジー/マーケティング/オペレーション担当）
2004年 日本テレコム（株） 
 （現ソフトバンク（株））代表執行役副社長
2006年 同社取締役副社長
2006年  （株）RHJ インターナショナル・ジャパン 
 （旧リップルウッド・ジャパン）代表取締役
2008年  （株）シグマクシス取締役コーポレートスタッフ担当 
 パートナー
2010年 同社取締役副社長
2012年  （株）プラン・ドゥ・シー取締役
2015年  （株）新生銀行取締役（現任）
2016年  （株）シグマクシス代表取締役副社長
2018年 同社代表取締役社長兼 COO
2019年 同社代表取締役社長（現任）
2020年 当社社外取締役（現任）

富村 隆一社外取締役

1993年 創業メンバーとして当社設立に参画
1995年 郵政省（現日本郵政（株））入省
1997年 当社入社
2001年 当社取締役
2004年  （株）ベクトルスタンダード（現（株）アンティル）設立、 
 代表取締役
2015年 維酷公共関係諮問（上海）有限公司董事長（現任）
2017年  （株）PR TIMES取締役
2018年  （株）Direct Tech代表取締役
2020年 当社代表取締役社長
2022年 当社取締役副社長（現任）

長谷川 創取締役副社長

1993年 三井不動産（株）入社
1997年 クレディスイスファースト ボストン証券 
 （現クレディ・スイス証券（株））東京支社入社
2001年 Colony Capital Asia Pacific Pte.Ltd. 
 東京支店 入社、COO
2003年 ラウンドヒル・キャピタルパートナーズ（株） 
 代表取締役
2007年 プルデンシャル・リアルエステート・インベスターズ・ 
 ジャパン（株）代表取締役
2010年 カーバル・インベスターズ・ピーティーイー・リミテッド 
 東京支店入社、日本代表
2014年 Stream Capital Partners Japan（株）設立、
 代表取締役
2014年  （株）アドベンチャー監査役
2015年 当社取締役就任（現任）
2015年 RPAホールディングス（株）監査役
2016年  （株）オークファン取締役
2018年　RPAホールディングス（株）取締役（現任）

西木 隆社外取締役
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1989年 ソロモン・ブラザーズ・アジア証券会社 
  （現シティグループ証券（株））入社
2004年 日興シティグループ証券（株） 
  （現シティグループ証券（株））常務執行役員 
 債券本部共同本部長
2008年 同社常務執行役員市場営業本部長
2009年 シティグループ証券（株）取締役
2009年 同社取締役副社長
2010年 ストームハーバー証券（株）設立 代表取締役社長
2011年 GLM（株）監査役
2014年 あすかアセットマネジメント（株）取締役
2014年  （株）アイスタイル取締役（現任）
2014年 ストームハーバー証券（株）取締役会長
2014年  （株）ジーニー取締役（現任）
2015年 プリベント少額短期保険（株）取締役（現任）
2016年 ボードウォーク・キャピタル（株）設立 
 代表取締役社長（現任）
2017年  （株）アクセルレーター設立 代表取締役社長（現任）
2019年  （株）ビジョン取締役（現任）
2020年 当社社外取締役（現任）

那珂 通雅社外取締役

1984年 大和証券（株）（現（株）大和証券グループ本社）入社
1988年 トランスポーテーショングループジャパン（株）入社
1990年 同社日本代表
1993年 ドイツ銀行東京支店入行
1997年 スイスユニオン銀行東京支店入行
1999年 リーマン・ブラザーズ証券会社東京支店入社
2005年 同社マネージング・ディレクター兼 
 グローバルストラクチャードファイナンス日本統括責任者
2005年 フィンテックグローバル（株）投資銀行 本部長
2005年 同社取締役投資銀行本部長
2007年 同社取締役経営戦略本部長
2008年 同社取締役副社長経営戦略本部長兼経営企画部長
2009年 同社取締役副社長
2016年  （株）グラックス・アンド・アソシエイツ顧問（現任）
2020年 当社社外取締役（現任）
 メディタリージャパン（株）代表取締役

野瀬 泰伸社外取締役

1969年  （株）三友エージェンシー 
  （現（株）ADKインターナショナル）入社
2004年 同社営業本部長
2016年 当社常勤監査役就任（現任）

森 和虎常勤監査役

1992年 最高裁判所司法研修所入所
1994年 三井安田法律事務所入所
1997年 モルガン・スタンレー証券株式会社入社
2003年 西村あさひ法律事務所入所
2004年 メリルリンチ日本証券株式会社入社
2007年 リーマン・ブラザーズ証券株式会社入社
2015年 当社監査役就任（現任）
2022年 Bホールディングス（株）取締役（現任）

玄 君先社外監査役

1990年 国際証券（株） 
  （現三菱UFJモルガン・スタンレー証券（株））入社
1995年  （株）メックス入社
1997年  （株）フォーバル入社
2000年 ソフトブレーン（株）入社
2005年 同社執行役員
2006年 シーア・インサイト・セキュリティ（株）取締役
2008年  （株）リアリット取締役
2011年  （株）フィデック（現アクリーティブ（株））入社
2012年 ソフトブレーン（株）常勤監査役（現任）
2020年 当社監査役就任（現任）

柳沼 賢司社外監査役
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